
答申第１１４号

答 申

第１ 審査会の結論

実施機関の決定は妥当である。

第２ 諮問事案の概要

１ 行政文書の開示請求

異議申立人は、平成１９年３月２０日、奈良県情報公開条例（平成１３年３月奈良

県条例第３８号。以下｢条例｣という。）第６条第１項の規定に基づき、奈良県知事（

以下「実施機関」という。）に対し、「平成１８年度（平成１８年４月１日から平成

１９年３月１９日）における○○○○の市内・市外旅行命令簿及び復命書」の開示請

求(以下「本件開示請求」という｡)を行った。

２ 実施機関の決定

平成１９年４月３日、実施機関は、本件開示請求に対応する行政文書として､「（

１）開示する行政文書｣のとおり特定した上で、次の「（２）開示しないことと決定し

た部分」を除いて開示する旨の行政文書の一部開示決定（以下「本件決定」とい

う。）を行い、次の「（３）開示しない理由」を付して、異議申立人に通知した。

（１） 開示する行政文書（以下「本件行政文書」という。）

平成１８年４月１日から平成１９年３月１９日までの間の○○○○に係る

ア 旅行伺兼旅行命令簿

イ 復命書

（２） 開示しないことと決定した部分（以下「本件不開示情報」という。）

ア 旅行の出発地及び行き先のうち、個人の自宅住所

イ 証人の氏名

ウ 復命書中の出席者のうち、公務員及び議員以外の職及び氏名

（３） 開示しない理由

条例第７条第２号に該当

個人に関する情報であって、特定の個人を識別することができるため



３ 異議申立て

異議申立人は、平成１９年５月７日、本件決定を不服として、行政不服審査法（昭

和３７年法律第１６０号）第６条の規定に基づき、実施機関に対し、平成１８年６月

１２日付けの復命書について開示した復命書以外の文書及び平成１８年１０月３０日

付けの復命書中の出席者のうち大阪府ＯＢの氏名の開示を求める異議申立てを行った。

４ 諮 問

平成１９年５月２１日、実施機関は、条例第１９条の規定に基づき、奈良県情報公

開審査会（以下「当審査会」という。）に対して、当該異議申立てに係る諮問を行っ

た。

第３ 異議申立人の主張要旨

１ 異議申立ての趣旨

平成１８年６月１２日付け青森市（平成１８年６月７日～９日）の復命書について

は、資料のみの添付である。中身の復命の開示を求める。また、出席者のうち大阪府

ＯＢは消されている。その開示も求める。

２ 異議申立ての理由

大金を使って青森市まで出張しているが、大会資料のみで本来の復命書がない。河

川課の職員２名が出張しているのに復命書がない。公費での出張と認識しているのか。

第４ 実施機関の説明要旨

実施機関が、理由説明書等において説明している本件決定の理由は、概ね次のとお

りである。

１ 本件行政文書について

本件行政文書のうち、平成１８年６月１２日付けの復命書は、平成１８年度全国治

水大会に係るものであるが、当該大会は、全国治水期成同盟会連合会が中心となり、

全国の治水事業の整備促進を目的とする予算獲得決議及び治水事業担当職員研修を目

的として、毎年、開催されている全国大会である。奈良県からも関係市町村議員・職

員が参加していることから、○○○○が誘導及び連絡調整を行うために実施機関の職

員として参加したものである。

また、平成１８年１０月３０日付けの復命書は、平成１８年度近畿地方治水大会に

係るものであるが、当該大会は、前述の全国治水大会と同様、治水対策事業の整備促
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進等を図り、安全・安心かつ豊かで活力ある近畿づくりを目的とする予算獲得要望が

決議される近畿ブロックの大会である。

なお、職員が旅行（出張）を命ぜられた場合は、奈良県職員服務規程（昭和３６年

３月奈良県訓令甲第２号）第１１条第１項に、「職員に公務のため旅行を命ずる場合

は、旅行命令簿によってしなければならない。」とあり、同条第３項により「旅行を

命ぜられた職員は当該旅行から帰庁したときは、帰庁した日から５日以内に復命書（

第１１号様式）を提出しなければならない。ただし、緊急の場合又は用務が軽易な事

項である場合は、口頭で復命することができる。」とある。

２ 文書の不存在について

平成１８年６月１２日付けの復命書について、異議申立人は、「資料のみの添付で

ある。中身の復命の開示を求める。」と述べているが、当該復命の概要は、添付され

ている大会資料がすべてであり、それ以外の文書は存在しない。

３ 条例第７条第２号該当性について

平成１８年１０月３０日付けの復命書中の大阪府ＯＢの氏名については、「個人に

関する情報であって、特定の個人を識別することができるもの」に該当する。

また、大阪府を退職したＯＢは公務員ではないため、当該ＯＢの氏名が「ア 法令

等の規定により又は慣行として公にされ、又は公にすることが予定されている情報」

「イ 人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であると

認められる情報」「ウ 当該個人が公務員等である場合において、当該情報がその職

務の遂行に係る情報であるときは、当該情報のうち、当該公務員等の職及び当該職務

遂行の内容に係る部分」のいずれにもに該当しない情報であるため、条例第７条第２

号に規定する不開示情報に該当する。

第５ 審査会の判断理由

当審査会は、本件事案について審査した結果、次のとおり判断する。

１ 基本的な考え方

条例は、その第１条にあるように、県政に対する県民の理解と信頼を深め、県民の

県政への参加を促進し、もって県民の知る権利への理解を深めつつ、県の有するその

諸活動を県民に説明する責務が全うされるようにするとともに、公正で開かれた県民

本位の県政を一層推進することを目的として制定されたものであり、その解釈・運用

に当たっては、県民の行政文書開示請求権を十分尊重する見地から行わなければなら

ない。

しかし、この行政文書開示請求権も絶対的で無制限な権利ではなく、個人、法人等

の権利利益や、公共の安全、公共の利益等も適切に保護すべき必要があり、開示しな

いことに合理的な理由がある情報を不開示情報として、第７条に規定している。これ

らの条例上不開示とされている情報については、条文の趣旨に添って客観的に判断す
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る必要がある。

したがって、当審査会は、原則開示の理念に照らし、本件行政文書が、不開示情報

を規定する第７条各号に該当するかどうかを、その文理及び趣旨に従って判断すると

ともに、本件事案の内容に即し、個別、具体的に判断することとする。

２ 本件行政文書について

本件行政文書のうち、復命書は、旅行を命ぜられた職員が帰庁後に提出すべきもの

であり、「旅行先」、「用務」、「期間」及び「概要」が記載されている。

３ 行政文書の特定について

異議申立人は、平成１８年６月１２日付けの復命書について、開示した復命書以外

の文書の開示を求めているのに対し、実施機関は、それらの文書は存在しないと主張

しているので、以下検討する。

実施機関の説明によると、平成１８年６月１２日付けの復命書は、平成１８年度全

国治水大会に係るものであるが、当該大会については、○○○○が奈良県からの参加

者の誘導及び連絡調整を行うため参加したものである。当審査会において当該復命書

を見分したところ、当該復命書の「概要」には「別添資料のとおり」と記載されてお

り、当該資料として大会資料のみが添付されていることが認められた。

そうすると、平成１８年６月１２日付けの復命書について、開示した復命書以外の

文書は存在しないとする実施機関の説明に、特段不合理、不自然な点はなく、その他

の文書が存在すると推測させる特段の事情もない。

したがって、平成１８年６月１２日付けの復命書について、開示した復命書以外の

文書は存在しないとする実施機関の説明は、是認できると判断する。

４ 条例第７条第２号該当性について

実施機関は、平成１８年１０月３０日付けの復命書中の出席者のうち、大阪府ＯＢ

の氏名について、条例第７条第２号に該当するとしているので、以下検討する。

（１）条例第７条第２号本文について

条例第７条第２号本文は、「個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏

名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することができるもの」を原

則として不開示とする旨規定している。

すなわち、本号にいう「個人に関する情報」とは、氏名、住所のほか、思想、信

条、職業、収入、資産、家族関係等、個人に関する一切の情報をいうものである。

大阪府ＯＢの氏名は、特定の個人を識別することができる情報であることから、

条例第７条第２号本文に掲げる情報に該当する。
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（２）条例第７条第２号ただし書について

本号ただし書は、本号本文に該当する情報であっても、「ア 法令等の規定によ

り又は慣行として公にされ、又は公にすることが予定されている情報」、「イ 人

の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であると認めら

れる情報」、「ウ 当該個人が公務員等である場合において、当該情報がその職務

の遂行に係る情報であるときは、当該情報のうち、当該公務員等の職及び当該職務

遂行の内容に係る部分」のいずれかに該当する情報については、本号の不開示情報

から除外することとしている。

大阪府ＯＢは、本号ただし書ウに規定する「公務員等」ではないため、本号ただ

し書ウに掲げる情報に該当しない。また、本号ただし書ア及びイに掲げる情報に該

当しないことは明らかである。

（３）まとめ

したがって、平成１８年１０月３０日付けの復命書中の出席者のうち、大阪府Ｏ

Ｂの氏名は、条例第７条第２号の不開示情報に該当すると判断する。

４ 結 論

以上の事実及び理由により、当審査会は「第１ 審査会の結論」のとおり判断す

る。

第６ 審査会の審査経過

当審査会の審査経過は、別紙のとおりである。
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別紙

審 査 会 の 審 査 経 過

年 月 日 審 査 経 過

平成１９年 ５月２１日 ・ 実施機関から諮問を受けた。

平成１９年 ６月２８日 ・ 実施機関から理由説明書の提出を受けた。

平成１９年１２月 ５日 ・ 実施機関から不開示理由等を聴取した。

（第１２１回審査会） ・ 事案の審議を行った。

平成２０年 １月１８日 ・ 答申案のとりまとめを行った。

（第１２２回審査会）

平成２０年 ２月２９日 ・ 実施機関に対して答申を行った。
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